
福井市学生合宿促進補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市における学生合宿の開催を促進するための補助金（以下「補助金」

という。）を交付することに関し、福井市補助金等交付規則（昭和 48年福井市規則第 11

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

（目的） 

第２条 学生又は生徒の本市における合宿を補助することにより、合宿の開催誘致を促進し、

もって市内への観光入込客及び宿泊者の増加を図り、滞在型観光の推進及び地域振興に資す

る。 

 

（定義） 

第３条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(1) 学校等 高等学校、中等教育学校（後期中等教育課程）、特別支援学校（高等部）、大

学又は高等専門学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規定するものをいう。）

ただし、市長が特に必要があると認めるときはこの限りではない。 

(2) 引率者 監督、コーチ等 

(3) 団体 次に掲げる用件のいずれかに該当するもの 

ア 一つの学校等の学生又は生徒及び引率者で構成する部、クラブ、サークル、ゼミナー

ル等 

イ 学校等の学生又は生徒が所属する同一の目的を持った会員で構成される組織で地域

の協会やクラブチーム及びそれに類するもの 

(4) 宿泊施設 旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第２条に規定するホテル営業、旅館

営業及び簡易宿所営業に係る施設（次に掲げる施設を除く。） 

ア 合宿所（少年自然の家を含む。） 

イ スポーツ施設に付随する宿所 

ウ バンガロー 

エ ログハウス 

オ キャンプ場 

カ その他市長が不適当と認める施設 

(5) 合宿 団体が市内の宿泊施設に宿泊して行うスポーツ活動・文化活動等の練習、団体の

運営に必要な活動。又は学校等の授業。 

(6) 地域交流活動 団体の福井県を知る取組みや地域住民等との交流のために行う、福井を

学ぶ体験旅行推進事業補助金（合宿誘致）実施要領に定める別表に掲げる活動。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に定



める要件のいずれも満たすものとする。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、こ

の限りでない。 

(1) 県外に所在する学校等の団体が行う合宿であること。 

(2) 本市区域内の宿泊施設に連続して宿泊する団体の学生又は生徒及び引率者の延べ人数

（以下「延べ宿泊人数」という。）が２０人以上であること。 

２ 前項の要件を満たした団体が行う、合宿期間中の地域交流活動についても補助対象事業と

し、次の各号に定める範囲を補助対象とする。 

(1) １回の合宿において複数回の地域交流活動行った場合、交流回数は泊数を上限とする。 

(2) 複数回の地域交流活動に参加した団体の学生又は生徒及び引率者の延べ人数(以下延べ

交流人数という。)は、延べ宿泊人数を上限とする。 

(3) ２日以上宿泊する場合、１日で複数回地域交流活動を行っても補助対象とする。 

(4) ガイドをつけて２つ以上の施設を観光した場合、それぞれを補助対象とする。 

(5) ２日以上宿泊する場合で、同じ団体(県内団体に限る)と地域交流活動を行う際又は同じ

行事に参加した際の交流回数は泊数を上限とする。 

３ 同条第１項及び第２項の規定にかかわらず、その事業が、次の各号のいずれかに該当する

ときは、補助対象事業としない。ただし、市長が特に必要があると認めるときは、この限り

でない。 

(1) 単に公式大会やイベントに参加することのみを目的とするもの 

(2) 営利を目的とするもの 

(3) 政治的又は宗教的な活動を目的とするもの 

(4) 福井市又は福井市の関連団体（福井市から補助金等の交付を受けている団体をいう。）

から補助金等の交付を受けているもの 

(5) その他市長が不適当と認めるもの 

 

（補助金の額） 

第５条 補助対象経費は宿泊に要する費用とし、補助金の額は、予算の範囲内において、延べ

宿泊人数に１，２５０円を乗じて得た額とし、これを宿泊費とする。宿泊費は、１団体につ

き延べ１５０人泊を上限とし、同一年度内おいて合計が延べ１５０人泊以内であれば２回ま

で申請可能とする。（ただし、どちらも延べ宿泊人数２０人泊以上） 

２ 延べ宿泊人数に５００円を乗じて得た額を宿泊費加算として前項の補助金額に上乗せする。

宿泊費加算は、１団体につき延べ１５０人泊を上限とし、同一年度内おいて合計が延べ１５

０人泊以内であれば２回まで申請可能とする。 

３ 合宿期間中に地域交流活動を行った場合、延べ交流人数に２５０円を乗じて得た額を地域

交流費として前２項の補助金額に上乗せする。地域交流費は、１団体につき延べ１５０人泊

を限度とし、同一年度内においては合計が延べ１５０人泊以内であれば２回まで申請可能と

する。 

４ 同条第１項から第３項の規定は市長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

 

（補助対象者） 



第６条 補助金の交付を受けることができる者（以下「補助対象者」という。）は、合宿の主

催者とする。 

２ 複数の団体が同一の目的で合宿をする場合は、個々の参加団体の主催者を補助対象者とす

る。 

３ 同一の団体が２か所以上に分かれて宿泊する場合において、その目的と活動内容が同一で

あるときは、１の補助対象者とする。 

 

（延べ人数の算定） 

第７条 前条第２項に規定する場合における延べ宿泊人数及び延べ交流人数（以下延べ人数と

いう）は、個々の参加団体毎に算定する。 

２ 前条第３項の場合における延べ人数は、２か所以上に分かれて宿泊する複数の延べ宿泊人

数を合計することにより算定する。 

 

（複数の年度にわたる合宿） 

第８条 第４条に規定する事業が複数の年度にわたり実施される場合は、合宿を実施するそれ

ぞれの年度において当該期間分を申請するものとする。ただし、申請の回数としては事業を

開始する年度のものとして数える。 

２ 第４条に規定する事業が補助期間の終了年度から翌年度にわたり実施される場合の延べ人

数の算定は、当該事業の初日から補助期間の終了年度の最終日までの間の延べ人数とする。 

 

（交付の申請） 

第９条 補助対象者は、補助金の交付を受けようとするときは、原則として次に掲げる書類を

事業の開始日の１０日前までに市長に提出するものとする。なお、申請の受付は事業開始の

３カ月前からとする。 

(1) 福井市学生合宿促進補助金交付申請書（第１号様式） 

(2) 事業計画書（第２号様式） 

 (3) その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第１０条 市長は、前条に規定する申請書その他の書類の提出があったときは、その内容を審

査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定するものとする。 

 

（決定の通知） 

第１１条 市長は、補助金の交付を決定したときは、福井市学生合宿促進補助金交付決定通知

書（第３号様式）により、補助対象者に通知するものとする。 

 

（補助金の交付の変更申請及び承認） 

第１２条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、申請に係る次の

各号に掲げる事項を変更しようとするときは、原則として事前に事業変更（中止）承認申請



書（第４号様式）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、第１０条の

規定による補助金交付決定額の２０％未満の減額の変更である場合は、実績報告と併せて行

うことが出来る。 

(1)事業の期間 

(2)宿泊予定施設 

(3)延べ宿泊人数 

(4)延べ交流人数 

２ 市長は、前項に規定する申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めた

ときは、事業変更（中止）承認書（第５号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、原則として３０日以内に次に掲げ

る書類を市長に提出しなければならない。ただし、前条第１項ただし書の場合は、第１号の

書類に代わり、福井市学生合宿促進補助金変更申請兼実績報告書（第６－２号様式）を提出

するものとする。 

(1) 福井市学生合宿促進補助金実績報告書（第６－１号様式） 

(2) 宿泊証明書（第７号様式） 

(3) 領収書添付用紙（写しでも可）（第８号様式） 

(4) その他市長が必要と認める書類 

２ 合宿期間中に地域交流活動を行った補助事業者は、前項に定める書類に加え、地域交流活

動報告書（第９号様式）を交流回数１回につき１部市長に提出しなければならない。ただし、

複数回の地域交流活動において、その交流相手及び活動内容が同じである場合は、地域交流

活動報告書（第９号様式）１部での提出を認める。 

 

（交付額の確定及び通知） 

第１４条 市長は、前条に規定する書類の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の交付の額を確定し、その旨を福井市学生合宿促進補助金交付確定通知

書（第１０号様式）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（補助金の請求及び交付） 

第１５条 前条の規定による通知を受けた補助事業者は、請求書兼振込依頼書（第１１号様式）

及び通帳の写しを市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、請求書兼振込依頼書の提出があったときは、速やかに補助金を交付するものとす

る。 

 

（決定の取消し等） 

第１６条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消し、又は返還を求めることができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 



(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(3) その他市長が特別の理由があると認めたとき。 

 

（関係図書の保存） 

第１７条 補助金の交付を受けた事業の実施にかかる関係図書、収支に関する帳簿及び支払に

関する証拠書類については、対象事業が完了した日から５年間保管しなければならない。 

 

（委任） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年５月１日から施行する。 

 （失効） 

２ この要綱は、令和９年３月３１日に限りその効力を失う。ただし、同日までに交付の決定

がなされた補助金については、同日後もなおその効力を有する。 

附 則 

この要綱は、平成２２年６月２３日から施行し、改正後の福井市学生合宿促進補助金交付要綱

の規定は、平成２２年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成２６年６月２７日から施行し、改正後の福井市学生合宿促進補助金交付要

綱の規定は、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

附 則 

(施行期日) 

１ この要綱は、平成２７年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱第９条の規定によ

る補助金の交付申請をした者に係る当該補助金の交付については、なお従前の例による。 



３ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年３月３１日から施行する。ただし第５条の改正規定については、

平成３０年４月１日から施行する。 

 

附  則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３０年５月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱第９条の規定によ

る補助金の交付申請をした者に係る当該補助金の交付については、なお従前の例による。 

３ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 



（施行期日） 

１ この要綱は、令和５年７月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の福井市学生合宿促進補助金交付要綱第５条第２項の規定は、交付申請の日にかか

わらず、施行の日以後の宿泊について適用する。 

３ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、令和６

年３月３１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正前の福井市学生合宿促進補助金交付要綱に定める様式により作成された用紙は、当分

の間、所要の調整をして使用することが出来る。 



別表(第３条関係) 

 

観光施設の見学  自然、歴史・文化、食等に関する有料施設とし、カラオケ、ゲ

ームセンター、ボーリングなどのアミューズメント施設、公園、

飲食店、土産店は対象としない。ただし、無料施設であっても、

Facebook,Instagram,Twitter などの SNS で活動内容を報告する場

合、施設関係者や観光ガイド、地元住民の案内をつける場合は対

象とする。 

農林漁業体験  定置網、稲刈り、トマト収穫、サトイモ収穫体験等 

ものづくり体験 そば打ち、かまぼこづくり、吹きガラス制作づくり体験等 

スポーツ、文化団体との交

流、指導 

 強化試合・交流試合(合同演奏会)の実施、地域住民等を対象と

したスポーツ(文化)教室・講習会の開催等を対象とする。 

地域住民との交流  伝統的なまつりや、食や産業等のイベント、公衆入浴（宿泊と

は別途費用のかかる入浴施設）等、地域住民と学生団体が一緒に

参加する行事を対象とする。 

その他  上記以外の交流活動については、協議により決定する。 

 


